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１１１１．．．．米中米中米中米中のののの海洋海洋海洋海洋覇権争覇権争覇権争覇権争いいいいとととと尖閣列島尖閣列島尖閣列島尖閣列島    
尖閣問題は底流に米中の覇権争いが有る。 

1982 年、中国の最高指導者、鄧小平鄧小平鄧小平鄧小平の命を受け

た人民解放軍海軍司令官、劉華清劉華清劉華清劉華清は人民解放軍

近代化計画の中で列島線の概念を打ち出した。 

1990 年ソ連の崩壊により中国の仮想敵国はソ連

から米国に移り、仮想敵国米国を対象とする海洋

戦略は強力に推進されてきた。 

その目標は西太平洋西太平洋西太平洋西太平洋・・・・インドインドインドインド洋洋洋洋からからからから米軍勢力米軍勢力米軍勢力米軍勢力をををを

駆逐駆逐駆逐駆逐しししし、中国中国中国中国のののの海洋覇権海洋覇権海洋覇権海洋覇権を確立することにある。

劉華清劉華清劉華清劉華清がががが掲げた長期戦略のスケジュールは 

• 「「「「再建期再建期再建期再建期」」」」 1982-2000 年 中国沿岸海域の

完全な防備態勢を整備（ ほぼ達成済み） 

• 「「「「躍進前期躍進前期躍進前期躍進前期」」」」 2000-2010 年 第一第一第一第一列島線内列島線内列島線内列島線内

部部部部（（（（近海近海近海近海））））の制海確保。（2015 年にずれ込む

見込み） 

• 「「「「躍進後期躍進後期躍進後期躍進後期」」」」 2010-2020 年 第二列島線内

部の制海権確保。航空母艦建造 

• 「「「「完成期完成期完成期完成期」」」」 2020-2040 年 米海軍による太

平洋、インド洋の独占的支配を阻止 

• 2040204020402040年年年年 米海軍と対等な海軍建設 

となっており、以下のように着実に推進された。 

●1992199219921992 年年年年、尖閣列島、西沙諸島、南沙諸島が中国

領であるとする「「「「領海法領海法領海法領海法」」」」を制定 

●1993199319931993 年年年年、李鵬首相は防御の対象に海洋権益を

含めることを表明 

●1997199719971997 年年年年、海洋権益の維持を明記した「「「「国防法国防法国防法国防法」」」」を

施行、また、石雲生が海軍司令官に着任、「沿岸

海軍」から「「「「沿海海軍沿海海軍沿海海軍沿海海軍」」」」への変革を本格化させ、「「「「海海海海

軍発展戦略軍発展戦略軍発展戦略軍発展戦略」」」」の中で第一列島第一列島第一列島第一列島線線線線、、、、第第第第 2222 列島列島列島列島線線線線の概

念を強調 

●2010201020102010 年年年年、「「「「島嶼保護法島嶼保護法島嶼保護法島嶼保護法」」」」を制定し無人島とその海

域の領有を可能とした。 

この様に、中国は長期計画を策定して、海洋権益を

西太平洋及びインド洋への拡大を図っている。 

現在現在現在現在はははは、、、、長期戦略長期戦略長期戦略長期戦略にににに基基基基づきづきづきづき計画計画計画計画されたされたされたされた、、、、第第第第 1111 列列列列

島線島線島線島線にににに入入入入っているっているっているっている東東東東シナシナシナシナ海海海海のののの尖閣列島尖閣列島尖閣列島尖閣列島を、南シナ

海の西沙群島・南沙群島を領有し、この海域から米

国の勢力を排除しようとする、中国の新帝国主義と

いってよいであろう。まさに米中米中米中米中のののの覇権争覇権争覇権争覇権争いいいいである。

「米国は尖閣諸島の領有権には中立」と言っている

が、尖閣列島に中国のミサイル基地、飛行場、潜水

艦基地、情報収集基地等の軍事基地設置された場

合、沖縄沖縄沖縄沖縄にあるにあるにあるにある米軍基地米軍基地米軍基地米軍基地のののの機能機能機能機能はははは大大大大きくきくきくきく制約制約制約制約される

ことを米国は認識するべきだ。 

 
第 1 列島線は東シナ海・南シナ海から、第 2 列島線

は西太平洋から米軍の排除を目標 

 

２２２２．．．．日米日米日米日米安保体制安保体制安保体制安保体制のののの信頼性信頼性信頼性信頼性のののの向上向上向上向上    
 米国は一貫して尖閣諸島は安保条約第 5 条の適

用対象であると述べている。 

1996 年にカートカートカートカート・・・・キャンベルキャンベルキャンベルキャンベル国防次官補国防次官補国防次官補国防次官補、2004 年

と 2005 年にはリチャードリチャードリチャードリチャード・・・・アーミテージアーミテージアーミテージアーミテージ国防副長官国防副長官国防副長官国防副長官、

そして 2010 年にクリントンクリントンクリントンクリントン国務長官国務長官国務長官国務長官は尖閣諸島が

安保条約の適用範囲であることを明らかにしてい

る。 

当時のアーミテージ国防副長官は、「もし中国が

尖閣諸島を日本から奪うようなことがあれば、それ

は白か黒かはっきりした問題だ。」と述べており、日

米安保条約によってアメリカは日本を守る義務があ

ることを明らかにしている。 

日本の玄葉外相が今年 9 月１７日、米国のパネッパネッパネッパネッ

タタタタ国国国国防長官防長官防長官防長官と会談した後、「「「「日本日本日本日本とととと米国米国米国米国はははは、、、、中国中国中国中国とととと

日本日本日本日本のののの論争論争論争論争のののの原因原因原因原因となっているとなっているとなっているとなっている尖閣諸島尖閣諸島尖閣諸島尖閣諸島がががが、、、、日米日米日米日米

安全保障条約安全保障条約安全保障条約安全保障条約のののの適用対象適用対象適用対象適用対象となることでとなることでとなることでとなることで一致一致一致一致したしたしたした。。。。」」」」

とのべている。。。。 

 また、キャンベルキャンベルキャンベルキャンベル米国務次官補米国務次官補米国務次官補米国務次官補（（（（東東東東アジアアジアアジアアジア・・・・太平洋太平洋太平洋太平洋

担当担当担当担当））））は 9月 20 日、米上院外交委員会米上院外交委員会米上院外交委員会米上院外交委員会のののの東東東東アジアアジアアジアアジア・・・・

太平洋小委員会太平洋小委員会太平洋小委員会太平洋小委員会のののの公聴会公聴会公聴会公聴会で「尖閣諸島は日米安全

保障条約の適用対象である」との認識を示す一方、

日中両国に対して外交を通じた事態打開を呼び掛

けた。 

平成平成平成平成24242424年年年年10101010月月月月号号号号    

中国中国中国中国のののの主張主張主張主張すすすするるるる第第第第 1111 列島列島列島列島

線線線線のののの領有領有領有領有にににに関関関関するするするする紛争紛争紛争紛争    

中国と日本は尖閣諸島の

領有権について、中国、

台湾、ベトナムがパラセ

ル(西沙)諸島の領有権を、

スプラトリー(南沙)諸島

については、フィリピン、

マレーシア、ブルネイも

加わって領有権を争って

いる。 



この様に米国は一貫して尖閣諸島が日米安保条

約の 適用範囲であることを述べているが、日本とし

ても日米安保の信頼醸成向上策を進め、日米共同日米共同日米共同日米共同

してしてしてして我我我我がががが国国国国のののの領有権領有権領有権領有権をををを守守守守るるるる必要がある。 

米国米国米国米国はははは尖閣諸島尖閣諸島尖閣諸島尖閣諸島をををを日本日本日本日本がががが領有領有領有領有することすることすることすることはははは米国米国米国米国のののの

国益国益国益国益ににににもももも合致合致合致合致することをすることをすることをすることを認識認識認識認識するするするする必要必要必要必要があるがあるがあるがある。。。。    

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

最近、相次いで重要な労働関係法改正が行われ

ております。企業におかれましたは逐次対応が必

要となります。 

３３３３．．．．「「「「改正労働契約法改正労働契約法改正労働契約法改正労働契約法」」」」ののののポイントポイントポイントポイント    
◆◆◆◆今後今後今後今後のののの人事労務管理人事労務管理人事労務管理人事労務管理にににに大大大大きなきなきなきな影響影響影響影響    

８月３日に国会で成立した「改正労働契約法」が、

同年８月 10 日に公布された。 

この改正法は「有期労働契約」に関する新しいル

ールを定めるものであり、企業における有期労働契

約者の人事労務管理に大きな影響を与えるもので

ある。 

◆◆◆◆改正法改正法改正法改正法がががが定定定定めるめるめるめる３３３３つのつのつのつのルールルールルールルール    

（（（（１１１１））））有期労働契約有期労働契約有期労働契約有期労働契約のののの無期労働契約無期労働契約無期労働契約無期労働契約へのへのへのへの転換転換転換転換    

有期労働契約が反復更新されて通算５年を超え

たとき、労働者の申込みがあった場合には、労働者

に「無期転換申込権」が発生し、これを行使した場

合には、使用者はこれを承諾したものとみなされる。

つまり、５年を超えて有期労働契約が反復更新され

た場合には、これを期間の定めのない労働契約（無

期労働契約）に転換しなければならない。なお、原

則として、６カ月以上の「空白期間」（クーリング期

間）がある場合には、前の契約期間を通算しない。 

（（（（２２２２）「）「）「）「雇止雇止雇止雇止めめめめ法理法理法理法理」」」」のののの法定化法定化法定化法定化    

最高裁判所の判例で確立しているとされている

「雇止め法理」に関して、その内容が法律に規定さ

れた。一定の条件を満たした場合には、使用者によ

る労働者の雇止めが認められない。 

（（（（３３３３））））有期雇用者有期雇用者有期雇用者有期雇用者にににに不合理不合理不合理不合理なななな労働条件労働条件労働条件労働条件のののの禁止禁止禁止禁止    

有期契約労働者と無期契約労働者との間で、期

間の定めがあることによる不合理な労働条件の相

違を設けることが禁止。 

    

◆◆◆◆改正法改正法改正法改正法のののの施行日施行日施行日施行日とととと実務対応実務対応実務対応実務対応    

企業としては、人件費等に関して大きな負担が生

じる可能性のある改正である。また、就業規則や雇

用契約書の作成・見直し、契約更新を行わない有

期労働契約者への雇止めの通知等、今後の実務

対応も重要となる。 

    

４４４４．「．「．「．「    改正高年齢者雇用安定法改正高年齢者雇用安定法改正高年齢者雇用安定法改正高年齢者雇用安定法」」」」ののののポイントポイントポイントポイント

(65(65(65(65 歳未満歳未満歳未満歳未満のののの希望者全員希望者全員希望者全員希望者全員のののの継続雇用継続雇用継続雇用継続雇用))))    
◆◆◆◆改正法改正法改正法改正法のののの主主主主なななな内容内容内容内容    

（（（（１１１１））））継続雇用継続雇用継続雇用継続雇用のののの対象者対象者対象者対象者をををを限定限定限定限定できるできるできるできる仕組仕組仕組仕組みのみのみのみの廃止廃止廃止廃止    

現在、65 歳未満の定年を定めている企業が、高

年齢者雇用確保措置として「継続雇用制度」を導入

する場合、継続雇用の対象者を限定する「基準」を

労使協定で定めることができるが、この仕組みが廃

止され、希望者全員希望者全員希望者全員希望者全員をををを継続雇用継続雇用継続雇用継続雇用の対象とすることが

義務付けられるようになる。 

なお、平成 25 年 3 月 31 日までに労使協定を締

結した場合、厚生年金（報酬比例部分）の受給開始

年齢に到達した以降の者を対象として、上記の「基

準」を引き続き利用できる経過措置（12 年間）が設

けられている。 
（老齢厚生年金の支給開始年齢と連動した経過処置） 

 

（（（（２２２２））））継続雇用先企業継続雇用先企業継続雇用先企業継続雇用先企業のののの範囲範囲範囲範囲のののの拡大拡大拡大拡大    

定年を迎えた高年齢者の継続雇用先を、自社だ

けではなくグループ内の会社（子会社、関連会社

等）まで広げることが可能となった。 

（（（（３３３３））））違反企業名違反企業名違反企業名違反企業名のののの公表規定公表規定公表規定公表規定のののの導入導入導入導入    

高年齢者雇用確保措置（定年の引上げ、継続雇用

制度の導入、定年の定めの廃止のいずれか）を実

施していない企業に対して、労働局・ハローワーク

が指導・勧告を行い、それでも違反が是正されない

場合には企業名を公表する。 

 

◆◆◆◆実務上重要実務上重要実務上重要実務上重要となるとなるとなるとなる「「「「指針指針指針指針」」」」のののの策定策定策定策定    

今後、事業主が講ずべき高年齢者雇用確保措置

の実施・運用に関して、「指針」が策定される予定で

ある。 

この指針では、「「「「業務業務業務業務のののの遂行遂行遂行遂行にににに堪堪堪堪えないえないえないえない人人人人」（」（」（」（健健健健

康状態康状態康状態康状態のののの悪悪悪悪いいいい人人人人、、、、勤務態度勤務態度勤務態度勤務態度のののの悪悪悪悪いいいい人等人等人等人等））））をどのよう

に取り扱うか（継続雇用の対象から外してよいか）

などが定められる予定である。 

 

トピックストピックストピックストピックス    
今年は「古事記」編纂から 1300 年、「方丈記」記

述から 800 年、法然没後 800 年、親鸞没後 750 年

に当たる節目の年である。中でも「古事記」は日本

書紀とともに日本の神話、歴史書として、一級の書

物である。秋の読書週間に最適の読物 

 

区分 
平成 25

年 度 以

降 

平成 28

年 度 以

降 

平成 31

年 度 以

降 

平成３４

年 度 以

降 

平成３７

年 度 以

降 

協 定 の

効力 

61 歳以

上 の 者

に有効 

62 歳以

上 の 者

に有効 

63 歳以

上 の 者

に有効 

64 歳以

上 の 者

に有効 

効力無 

老 齢 厚

生 年 金

の受給 

61歳 

から 

62歳 

から 

63歳 

から 

64歳 

から 

65歳 

から 


